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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第46期
第３四半期
連結累計期間

第47期
第３四半期
連結累計期間

第46期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (千円) 10,373,033 10,332,090 15,201,323

経常損失(△) (千円) △493,353 △61,411 △452,035

四半期(当期)純損失(△) (千円) △652,798 △278,373 △1,280,219

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △694,454 △220,074 △1,323,248

純資産額 (千円) 6,710,578 5,864,060 6,081,760

総資産額 (千円) 14,054,113 13,348,951 14,008,752

１株当たり四半期(当期)
純損失金額(△)

(円) △57.62 △24.55 △113.00

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 47.7 43.9 43.4

　

回次
第46期
第３四半期
連結会計期間

第47期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年10月１日
至  平成24年12月31日

１株当たり四半期純損失金額
(△)

(円) △39.59 △21.04

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、１株当たり四半期(当期)純損失金額が計上

されており、また潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は次のとおりであります。

　
当社の連結子会社であったオーエーエンジニアリング株式会社とエヌシーエステクノロジー株式会社

は、平成24年４月１日付でオーエーエンジニアリング株式会社を存続会社として合併し、称号をエブリ株式

会社と変更いたしました。

この結果、平成24年12月31日現在では、当社グループは、当社、連結子会社３社、持分法適用関連会社２社、

持分法非適用関連会社１社、その他の関係会社１社及びその他の関係会社の子会社３社で構成されること

となりました。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災からの復興需要等を背景に緩やかな

回復基調が見られたものの、長期化する円高や欧州債務危機問題を発端とする世界経済減速の影響から、

依然として先行き不透明感を払拭できない状況が続きました。

情報サービス産業におきましては、スマートフォンやタブレット端末の普及およびクラウドサービス

等のニーズの高まりを中心にＩＴサービス支出の緩やかな回復が見られました。しかしながら、国内経済

が不透明な状況下で、企業のＩＴ投資に対する慎重な姿勢は継続しており、市場での競争はさらに激しさ

を増し、受注環境は引き続き厳しい状況にあります。

このような環境のもとで、当社グループは、金融業向けやサービス業向けなどの得意分野や成長分野の

確立・拡大を図るとともに、同業他社とのアライアンスの積極的な推進や当社が保有するソリューショ

ンやノウハウのクラウド化による、顧客への最適なＩＴサービスの提供に注力いたしました。併せて、

「サービス・インテグレーター」として将来にわたり安定的な収益を確保するために、グループ全体で

ローコストでのアウトソーシングビジネスの積極的な展開、ハード面・ソフト面一体となった365日24時

間サポートの提供によるサービスビジネスの拡大に取り組んでおります。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は、103億32百万円（前年同期比0.4％減）となりまし

た。また、利益面につきましては、プロジェクト統制の強化や生産性の向上、外注費削減や人件費を始めと

した諸経費の縮減などコスト構造改革の取り組みにより、営業損失２百万円（前年同期は営業損失４億

40百万円）、経常損失61百万円（前年同期は経常損失４億93百万円）、四半期純損失２億78百万円（前年

同期は四半期純損失６億52百万円）となりました。
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(2) 財政状態の分析

（資産）

当第３四半期連結会計期間末における総資産は133億48百万円となり、前連結会計年度末に比べ６億

59百万円減少いたしました。流動資産は92億44百万円となり、２億55百万円減少いたしました。主な要

因は、受取手形及び売掛金の減少（17億38百万円）、現金及び預金の増加（12億32百万円）、仕掛品の

増加（２億76百万円）等であります。固定資産は41億４百万円となり、前連結会計年度末に比べ４億４

百万円減少いたしました。主な要因は、投資その他の資産のその他に含まれる長期預金の減少（３億

円）、繰延税金資産の減少（49百万円）等であります。

　
（負債）

当第３四半期連結会計期間末における負債合計は74億84百万円となり、前連結会計年度末に比べ４

億42百万円減少いたしました。流動負債は37億２百万円となり、１億26百万円減少いたしました。主な

要因は、１年内返済予定の長期借入金の増加（３億81百万円）、支払手形及び買掛金の減少（２億１百

万円）、未払金の減少（１億19百万円）、賞与引当金の減少（95百万円）、短期借入金の減少（95百万

円）等であります。固定負債は37億82百万円となり、３億15百万円減少いたしました。主な要因は、長期

借入金の減少（４億20百万円）、退職給付引当金の増加（１億12百万円）等であります。

　
（純資産）

当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は58億64百万円となり、前連結会計年度末に比べ

２億17百万円減少いたしました。主な要因は、第３四半期連結累計期間における四半期純損失の計上

（２億78百万円）、その他有価証券評価差額金の増加によるその他の包括利益累計額の増加（58百万

円）等であります。

なお、自己資本比率は、前連結会計年度末の43.4%から43.9%となりました。

　
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

　
(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は48百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。

　
(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当第３四半期連結累計期間において、経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通

しについて、重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 32,760,000

計 32,760,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成24年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成25年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,793,600 11,793,600
大阪証券取引所
(市場第二部)

株主としての権利内容に
制限のない、標準となる
株式であり単元株式数は
100株であります。

計 11,793,600 11,793,600― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年12月31日 ― 11,793,600 ― 3,775,100 ― 2,232,620
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、該当事項はありません。

　

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成24年９月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成24年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　453,800

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

11,328,400
113,284 同上

単元未満株式 普通株式　 11,400 ― 同上

発行済株式総数 11,793,600― ―

総株主の議決権 ― 113,284 ―

(注) １．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が600株(議決権の数６個)が含

まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式20株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成24年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日本コンピューター・
システム株式会社

大阪市中央区城見
１丁目３番７号

453,800 ― 453,800 3.85

計 ― 453,800 ― 453,800 3.85

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成24年10月１日

から平成24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年12月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,262,543 5,495,537

受取手形及び売掛金 ※1
 4,242,768

※1
 2,504,561

商品及び製品 128,399 138,222

仕掛品 ※2
 462,148

※2
 738,696

繰延税金資産 245,586 111,248

その他 160,045 255,998

貸倒引当金 △2,059 △7

流動資産合計 9,499,433 9,244,258

固定資産

有形固定資産 326,640 300,550

無形固定資産 488,079 456,566

投資その他の資産

投資有価証券 ※3
 1,706,557

※3
 1,741,085

繰延税金資産 1,288,003 1,238,479

差入保証金 278,780 266,992

その他 463,705 143,466

貸倒引当金 △42,448 △42,447

投資その他の資産合計 3,694,598 3,347,576

固定資産合計 4,509,318 4,104,693

資産合計 14,008,752 13,348,951
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※1
 513,203

※1
 311,597

短期借入金 915,000 820,000

1年内返済予定の長期借入金 603,516 984,516

リース債務 74,513 64,878

未払金 1,041,266 922,161

未払法人税等 30,503 29,774

賞与引当金 214,905 119,316

受注損失引当金 63,985 －

その他 372,019 449,914

流動負債合計 3,828,912 3,702,158

固定負債

長期借入金 1,666,003 1,245,616

リース債務 97,081 92,666

退職給付引当金 2,303,905 2,416,870

長期未払金 31,090 27,580

固定負債合計 4,098,079 3,782,732

負債合計 7,926,992 7,484,891

純資産の部

株主資本

資本金 3,775,100 3,775,100

資本剰余金 3,880,687 2,803,202

利益剰余金 △1,219,030 △420,640

自己株式 △141,385 △138,289

株主資本合計 6,295,370 6,019,372

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △205,883 △147,025

為替換算調整勘定 △7,726 △8,286

その他の包括利益累計額合計 △213,610 △155,312

純資産合計 6,081,760 5,864,060

負債純資産合計 14,008,752 13,348,951
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

売上高 10,373,033 10,332,090

売上原価 8,207,256 7,979,655

売上総利益 2,165,776 2,352,435

販売費及び一般管理費 2,606,731 2,354,952

営業損失（△） △440,954 △2,517

営業外収益

受取利息 4,365 8,036

受取配当金 18,006 19,527

保険配当金 6,000 8

受取補償金 － 10,000

その他 4,938 9,227

営業外収益合計 33,310 46,799

営業外費用

支払利息 37,193 36,025

有価証券償還損 4,814 －

有価証券売却損 2,437 3,725

有価証券評価損 25,887 －

持分法による投資損失 13,238 63,645

その他 2,139 2,297

営業外費用合計 85,710 105,693

経常損失（△） △493,353 △61,411

特別利益

投資有価証券売却益 21,000 －

特別利益合計 21,000 －

特別損失

事務所移転費用 156,157 19,784

会員権評価損 5,050 －

特別損失合計 161,207 19,784

税金等調整前四半期純損失（△） △633,561 △81,195

法人税、住民税及び事業税 10,034 13,314

法人税等調整額 9,202 183,862

法人税等合計 19,236 197,177

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △652,798 △278,373

四半期純損失（△） △652,798 △278,373
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △652,798 △278,373

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △40,260 58,858

為替換算調整勘定 △1,396 △559

その他の包括利益合計 △41,656 58,298

四半期包括利益 △694,454 △220,074

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △694,454 △220,074

少数株主に係る四半期包括利益 － －

EDINET提出書類

日本コンピューター・システム株式会社(E04841)

四半期報告書

12/18



【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

 連結の範囲の重要な変更

当社の連結子会社であったオーエーエンジニアリング株式会社とエヌシーエステクノロジー株式会社は、平成

24年４月１日付でオーエーエンジニアリング株式会社を存続会社として合併し、称号をエブリ株式会社と変更し

ております。

この結果、当社の連結子会社は、エブリ株式会社、恩喜愛思（上海）計算機系統有限公司、ＮＣＳサポート＆

サービス株式会社の３社となっております。

　

【会計方針の変更等】

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１　四半期連結会計期間末日の満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理を行っており

ます。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満

期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

受取手形 13,602千円 42,112千円

支払手形 14,274千円 13,293千円

　
※２　損失が見込まれる請負契約プロジェクトに係る仕掛品は、これに対応する以下の受注損失引当金を相殺

表示しております。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

 仕掛品にかかるもの 118,591千円 18,968千円

　
※３　関連会社に対するものは、次のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

投資有価証券(株式) 3,000千円 133,898千円

投資有価証券(新株予約権付社債) 29,676千円 -千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりでありま

す。

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

減価償却費 133,651千円 167,339千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月13日
取締役会

普通株式 22,653 2.00平成23年３月31日 平成23年６月９日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)及び

当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

当社グループはソフトウェア開発を中心とするコンピュータ関連総合会社で、コンピュータ関連機器

販売及びソフトウェア開発の両面を事業分野としております。

顧客の利用目的に応じたコンピュータ機器の選定とソフトウェア開発を主とするＩＴサービスを事業

内容としており不可分の営業形態の単一のセグメントであるため、記載を省略しております。

　
　
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額(△) △57円62銭 △24円55銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純損失金額(△)(千円) △652,798 △278,373

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純損失金額(△)(千円) △652,798 △278,373

普通株式の期中平均株式数(千株) 11,329 11,337

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額が計上されており、また潜

在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

　　　　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　 　

　
平成25年２月８日

日本コンピューター・システム株式会社

 取 締 役 会  御 中

　

　 有限責任監査法人  トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    堤        佳  史    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    山　口    圭　介    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本
コンピューター・システム株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四
半期連結会計期間(平成24年10月１日から平成24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４
月１日から平成24年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結
損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本コンピューター・システム株式会社及び
連結子会社の平成24年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成
績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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